
【事前活動】
自国の都市交通政策、取組み状況、課題などについてインセプションレポートを作成する。
【本邦活動】
（１）都市交通政策及び計画論（都市交通政策及び制度の発展、日本の公共交通政策、都市交
通計画の進め方、都市交通に伴う環境問題とその評価など）
（２）都市公共交通概論（鉄道公共交通の状況と政策、自動車交通の状況と政策、都市鉄道・
鉄軌道など大量輸送機関の整備・運営プロジェクト管理計画、都市における交通制御、首都圏
における地下鉄及びバス事業など）
（３）事例研究（首都圏及び地方都市における都市交通の視察）
（４）インテリムレポート作成（都市公共交通に関する課題が明確化され、自組織の戦略また
は運営管理の改善に向けた提案書を作成する）
【事後活動】
所属組織において提案書（インテリムレポート）を検討し、ファイナルレポートとしてまとめ
る。
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【案件目標】
途上国の都市交通所管機関が現在取り組んでいる各種対策に資する都市公共交通計画及びその
運営管理の改善に向けた課題を整理し、改善の方向性を検討する。

【成果】
（１）自国の都市公共交通に関する現状と課題が整理される。
（２）日本の都市公共交通に関する総合的な知識を習得し、講義と事例研究を結びつけて理解
を深める
（３）自国に適用するための応用力を習得し、自国への適用可能性を検討する。
（４）都市公共交通に関する各所属組織の計画・運営管理の改善に向けた課題を整理し、改善
の方向性を検討する。

目標／成果

内　容

【対象組織】
人口100万人以上の都市で都市公共交通分
野に関する政策決定を行う機関

【対象人材】
（１）5年以上の公共都市交通計画・監理
の実務経験を持つ者
（２）中央政府または人口100万以上の自
治体で、現に都市公共交通政策の立
案や執行に携わる者（技術者/研究
者は不可）
（３）年齢45歳以下の者

対象組織／人材
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都市開発・地域開発/その他都市開発・地域開発

人口50万人以上の都市を有する国、都市交通M/P実施中・済の国を優先対象国の条件：

副分野課題：

本研修は、都市計画と密接に連動した総合的な都市交通計画の策定能力の向上を目的として研修を実施する。講義、視察、演習、討論を通
じて、道路計画、公共交通計画、交通管理計画に関する理論が習得され、実践的な分析ツールを用いた分析能力が強化される。
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